Ⅴ．国債整理基金が行う国債買入

１．事務の流れ
国債整理基金が行う国債買入の事務の流れは、売買先による決済代行先への国債の受払等にかかる事務の委託の有無の別に次の図のとおりです。
（１）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合
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（注１）日本銀行は、売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）売買先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、売買先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金を行います。

（２）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合
（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［金融調節等入札連絡事務］


［国債売買関係事務］


（決済代行先）
［国債資金同時受渡関係事務］









（注１）日本銀行は、決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）決済代行先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、決済代行先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金を行います。

※　国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合に行う必要があります。

２．事務の詳細

国債整理基金が行う国債買入における事務の詳細は、次のとおりです。
（１）「国債売買確認サイン」の送信
売買先は、「募入決定通知」に表示された買入代金の計算結果（注１）および買入内容を確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、遅滞なく「国債売買確認サイン」を日本銀行に送信します。この場合において、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先が決済先の一時的な変更を依頼するときは、変更後の決済先を指定します（注２）。

日本銀行は、「国債売買確認サイン」を受信した場合には、遅滞なく、「国債売買確認サイン」の送信を行った売買先に対し、「共通受付済応答」を送信し、また、「国債売買確認サイン受付通知」を送信します。

また、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先は、直ちに、「募入決定通知」に表示された買入代金の計算結果および買入内容を決済代行先に連絡してください。
（注１）日本銀行は、国整基金国債買入の入札において対象先が応募し、かつ募入となった売買利回り（単利）または売買価格を用いて買入代金を計算します。計算式については［参考］２．（１）を参照してください｡
（注２）当該端末操作手順にて決済先の指定がない場合は、決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合はプライマリー決済代行先）が決済先となります。売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用先である場合に限り、売買先自身を変更後の決済先として指定することも可能です。
（２）「決済指示（国債）」の送信
イ．売買先が決済先である場合
日本銀行は、「募入決定通知」に表示された取引実行日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。

 売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該取引実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買入を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である売買先は、当該個別契約の買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と売買先が異なる場合には、同店舗から売買先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。
（注２）「決済指示（国債）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

ロ．決済代行先が決済先である場合
日本銀行は、売買先が受信する「募入決定通知」に表示された取引実行日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。

決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該取引実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買入を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）（注４）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

国債整理基金が行う国債買入を行う場合において、決済代行先の承認の申出に際し、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合は、決済代行先は、売買先から買入国債にかかる振替の申請を受けたうえで、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信してください。
売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。
（注１）決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と決済代行先が異なる場合には、同店舗から決済代行先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。
（注２）「決済指示（国債）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。
（注４）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。
（３）買入の実行

日本銀行は、「決済指示（国債）」を受信した場合には、遅滞なく、国債残高不足が生じない個別契約について、買入国債の決済先の参加者口座から国債整理基金の参加者口座への口座振替および買入代金の決済先の当座勘定への入金を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（国債）」を受信した場合には、当該入金時に同時担保受払を行います。
３．残高不足発生時の取扱い
（１）残高不足発生時の処理等
決済先が「決済指示（国債）」の送信を行った場合に残高不足が発生するケースとしては、次の２つがあります。
① 買入の実行時に国債残高不足が生じる場合
② 買入の実行時に担保余裕額不足が生じる場合
イ．買入の実行時に国債残高不足が生じる場合
日本銀行は、買入の実行時に「決済指示（国債）」を受信した場合において、当該「決済指示（国債）」にもとづく処理を行うと買入にかかる払出口座に国債残高不足が生じるときは、その個別契約の買入国債について買入を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」（7512-00500）を送信します。

決済先は、買入が行われなかった場合には、処理未了となっている個別契約について国債残高不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（国債）」を送信してください（注）。
（注）同時担保受払先である決済先は、その個別契約について担保残高および担保余裕額に不足が生じない場合には、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行うことが可能です。

ロ．買入の実行時に担保余裕額の不足が生じる場合
日本銀行は、同時担保受払の依頼を伴う「決済指示（国債）」を受信した場合において、当該「決済指示（国債）」にもとづく処理を行うと担保の不足が生じるときは、その個別契約に対応する買入国債について買入を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。

決済先は、買入が行われなかった場合には、処理未了となっている個別契約について担保余裕額不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（国債）」を送信してください（注）。

（注）決済先は、その個別契約について払出口座の払出可能国債残高に不足が生じない場合には、担保余裕額不足の解消を行わずとも、同時担保受払を伴わない「決済指示（国債）」を送信することにより買入を実行することが可能です。
（２）国債残高不足等が解消できない場合における取扱い
決済先は、残高不足の解消を見込むことができない場合には、直ちに日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に連絡し、その指示に従ってください。日本銀行は、必要があると認める場合には、全部または一部の個別契約について買入国債の買入を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡依頼取消案内」を、売買先に対し「国債売買データ取消通知」を、それぞれ送信します。
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